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1  消費者団体訴訟制度の概要
消費者団体訴訟制度とは、一定の消費者団体に、消費者契約法（平成 12年法律第 61号）
に規定する事業者の不当な行為（不当な勧誘行為や不当な契約条項の使用）の差止請求権
を付与することにより、消費者被害の発生・拡大防止を図ろうとするものです。
消費者と事業者との間には、情報量・交渉力の格差があることに鑑み、平成 13年から
消費者契約法が施行され、被害に遭った消費者の救済が個別的・事後的に図られることと
なりましたが、同種の被害の発生や拡大を防止するには限界があります。このため、一定
の消費者団体が、事業者の不当行為そのものの差止めを請求できるよう、消費者契約法に
基づき平成 19年６月から本制度が設けられました。
なお、本制度には、平成 28年 10 月から、多数の消費者に共通して生じた財産的被害
について、消費者団体が訴訟を通じて集団的な被害の回復を求めることができる制度（被
害回復）が加わっています。

（1）適格消費者団体とは

本制度では、どのような消費者団体でも差止請求権を行使できるわけではなく、消費者
全体の利益の擁護のために差止請求権を適切に行使する専門性等を有し、その役割を担う
にふさわしい実質を備えた消費者団体に限り差止請求権を認めることとされています。
具体的には、内閣総理大臣が差止請求を行うのに必要な適格性を有するとして認定する
こととされており、こうして認定された消費者団体を「適格消費者団体」といいます。適
格消費者団体になるためには、消費者の利益の擁護を図るための相当の活動実績を有する
ことや消費者被害事案について分析したり、法的な検討を行ったりする専門性を備えてい
ること等の要件（表１）を満たす必要があります。
認定された適格消費者団体は、認定後もその適格性が維持されるよう、内閣総理大臣に
より、報告徴収や改善命令等の必要な措置が講じられる制度になっており、また、適正に
業務を実施し、国民に対し説明責任を果たすよう、財務諸表等の書類の閲覧など適格消費
者団体の情報公開を徹底する等の措置も講じられています。
こうした適格消費者団体は、全国で 19団体（表２）あります。
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表１　適格消費者団体の要件

●　�特定非営利活動法人又は民法第34条に規定する法人（一般社団法人、一般財団法人）
であること

●　�不特定多数の消費者の利益の擁護を図るための活動を主たる目的とし、現にその活
動を相当期間にわたり継続して適正に行っていること

●　�差止請求のための組織体制や業務規程が適切に整備されていること
●　�消費生活の専門家及び法律の専門家が確保されていること
●　�経理的基礎を有すること 等

表２　適格消費者団体一覧

団体名 認定日

特定非営利活動法人消費者機構日本 平成19年 ８月23日

特定非営利活動法人消費者支援機構関西 平成19年 ８月23日

公益社団法人全国消費生活相談員協会 平成19年11月 ９日

特定非営利活動法人京都消費者契約ネットワーク 平成19年12月25日

特定非営利活動法人消費者ネット広島 平成20年 １月29日

特定非営利活動法人ひょうご消費者ネット 平成20年 ５月28日

特定非営利活動法人埼玉消費者被害をなくす会 平成21年 ３月 ５日

特定非営利活動法人消費者支援ネット北海道 平成22年 ２月25日

特定非営利活動法人消費者被害防止ネットワーク東海 平成22年 ４月14日

特定非営利活動法人大分県消費者問題ネットワーク 平成24年 ２月28日

特定非営利活動法人消費者支援機構福岡 平成24年11月13日

ＮＰＯ法人消費者支援ネットくまもと 平成26年12月17日

特定非営利活動法人消費者ネットおかやま 平成27年12月 ８日

特定非営利活動法人佐賀消費者フォーラム 平成28年 ２月23日

特定非営利活動法人消費者市民ネットとうほく 平成29年 ４月25日

特定非営利活動法人消費者支援ネットワークいしかわ 平成29年 ５月15日

特定非営利活動法人消費者支援群馬ひまわりの会 平成30年 ２月 ５日

特定非営利活動法人えひめ消費者ネット 平成30年 ６月19日

特定非営利活動法人消費者支援かながわ 平成30年 ８月 ３日
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（2）差止請求とは

適格消費者団体が、「不当な勧誘」や「不当な契約条項」等の事業者の不当な行為をや
めるように求めることを「差止請求」といいます（図１・２）。
差止請求は、「事業者が不特定かつ多数の消費者に対して消費者契約法等に違反する不
当な行為を行っている、又は行うおそれがあるとき」に対象となり、その対象となる事業
者の不当な行為としては、消費者契約法のみならず、不当景品類及び不当表示防止法（昭
和 37年法律第 134 号。以下「景品表示法」という。）、特定商取引に関する法律（昭和
51年法律第 57号。以下「特定商取引法」という。）及び食品表示法（平成 25年法律第
70号）に規定されています。
例えば、消費者契約法では、不当な勧誘行為と不当な契約条項の使用が不特定多数の消
費者に広がる可能性があるような場合が、差止請求の対象となります。不当な勧誘行為の
例としては、「確実に値上がりします。必ずもうかります。」等と勧誘する行為が、不当な
契約条項としては、結婚式場の予約時に、「予約をキャンセルする場合、挙式日の何日前
かを問わず、支払済みの予約金は返還しない。」という条項を含んだ契約を締結する、な
どが考えられます。

図１　差止請求の対象

嘘を言う等の不当な勧誘
キャンセルできない等と
記載した不当な契約条項

実際より優れた内容で
あるかのような不当な表示
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①消費者契約法
消費者契約法では、不当な勧誘行為としては、「不実告知」（同法第４条第１項第１号）
や「断定的な判断の提供」（同法第４条第１項第２号）等が、不当な契約条項としては、「事
業者の損害賠償責任を免除する条項」（同法第８条第１項各号）、「契約解除の際に消費者
の支払う損害賠償額を予定する条項」（同法第９条第１号）、「消費者の利益を一方的に害
する条項」（同法第 10条）等が差止請求の対象として規定されています。
なお、これら不当な勧誘や不当な契約条項については、平成 28年及び平成 30年の改
正により取消し・無効の範囲が拡大され、差止請求の対象も拡大しています（表３）。

裁判所消費者 適格消費者団体 事業者

業
務
改
善
（
事
業
者
の
不
当
な
行
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を
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さ
せ
る
）

勝
訴
判
決

裁
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の
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訴
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起
前
の
書
面
に
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差
止
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事
業
者
に
対
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裁
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外
の
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）
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発
生

図２　差止請求の流れ
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１）平成 28年改正
近年の高齢化の進展を始めとした社会経済情勢の変化等により、一人暮らしの高齢者
に対し、過量な商品等を店舗で購入させる事案等、高齢者の消費者被害が増加している
こと等を踏まえて検討がなされ、取消し得る不当な勧誘行為や無効となる不当な契約条
項が追加、範囲が拡大されました（表３）。
例えば、不当な勧誘行為としては、消費者にとっての通常の分量を著しく超えること
を知りながら勧誘をする行為が、不当な契約条項としては、事業者の債務不履行等の場
合でも、消費者の解除権を放棄させる条項等が追加、その範囲が拡大され、差止請求の
対象も拡大されています。これら改正内容については、平成 29年６月から施行されて
います。
２）平成 30年改正
近年の高齢化の進展を始めとした社会経済情勢の変化等に適切に対応すること、裁判
例や消費生活相談事例の傾向も踏まえ、紛争解決の基準を明確化し、消費生活相談の現
場で消費者契約法が十分に活用されるとともに、事業者の予測可能性を確保すること、
といった視点を踏まえて検討が行われ、取り消し得る不当な勧誘行為や無効となる不当
な契約条項が追加、その範囲が拡大されました（表３）。
例えば、不当な勧誘行為としては、社会生活上の経験不足を不当に利用すること、加
齢等により判断力が著しく低下していることを不当に利用すること等が、不当な契約条
項としては、事業者が自分の責任を自ら決める条項など、取消し・無効となる範囲が拡
大され、差止請求の対象も拡大されています。これら改正内容については、平成 31年
６月から施行される予定です。
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表３　消費者契約法

不当な行為 根拠条項 備考

不
当
な
勧
誘

不実告知 第４条第１項第１号

断定的判断の提供 第４条第１項第２号

不利益事実の不告知 第４条第２項 ※１

不退去 第４条第３項第１号

退去妨害 第４条第３項第２号

社会生活上の経験不足の不当な利用

不安をあおる告知 第４条第３項第３号 平成30年改正

好意の感情の不当な利用 第４条第３項第４号 平成30年改正

加齢等による判断力の低下の不当な利用 第４条第３項第５号 平成30年改正

霊感等による知見を用いた告知 第４条第３項第６号 平成30年改正

契約締結前に債務の内容を実施等 第４条第３項第７・８号 平成30年改正

過量契約 第４条第４項 平成28年改正

不
当
な
契
約
条
項

事業者の損害賠償責任を免除する条項 第８条第１項各号 ※２

消費者の解除権を放棄させる条項 第８条の２ 平成28年改正※３

事業者が自分の責任を自ら決める条項 第８条第１項各号
第８条の２ 平成30年改正

消費者の後見等を理由とする解除条項 第８条の３ 平成30年改正

消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等

解除に伴う損害賠償額の予定条項 第９条第１号

金銭支払義務の不履行に対する損害賠償額
の予定条項 第９条第２号

消費者の利益を一方的に害する条項 第10条 平成28年改正※４

※１：�平成30年改正により、不利益となる事実を故意に告げなかった場合だけでなく、重大な過失によって
告げなかった場合にも取消しが認められます。

※２：平成30年改正により、事業者が、責任の有無や限度を自ら決定する条項は無効となります。	
※３：平成30年改正により、事業者が、消費者の解除権の有無を自ら決定する条項は無効となります。
※４：�平成28年改正により、消費者の不作為をもって意思表示をしたものとみなす条項が、例示として追加

されました。
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②景品表示法
景品表示法は、消費者に商品・サービスの品質、内容、価格等について、実際のもの等
より著しく優良又は有利であると誤認される表示（不当表示）を禁止しています。
事業者が、このような不当表示を行っている、又は行うおそれがあるときは、適格消費
者団体による差止請求の対象となります。
具体的には、商品・サービスの品質、規格、その他の内容についての不当表示（優良誤
認表示：同法第５条第１号）と商品・サービスの価格、その他の取引条件についての不当
表示（有利誤認表示：同法第５条第２号）が対象となっています（同法第 30条第１項各号）。
前者は、「これはとても良い品質（規格・内容）だ」と消費者に思わせながら、実際には
そうではない表示のことで、後者は、「これはとってもお得だ」と消費者に思わせながら、
実際にはそうではない表示のことです。

③特定商取引法
特定商取引法は、訪問販売、通信販売、電話勧誘販売、連鎖販売取引等の消費者トラブ
ルを生じやすい特定の取引形態を対象として、事業者の不適正な勧誘・取引を取り締まる
ための「行為規制」やトラブル防止・解決のための「民事ルール」（クーリング・オフ等）
を定めています。
同法においては、各取引類型について、事業者が不当な勧誘行為等を現に行っている又
は行うおそれがあるときに、差止請求の対象となっています（同法第 58条の 18～ 24）。
これらの不当な勧誘行為とは、不実告知、故意の事実不告知、威迫・困惑等の不当な勧
誘行為、著しい虚偽表示や誇大広告、クーリング・オフを無効とするような特約等を含む
契約の申込み等で、具体的には、同法上各取引類型別に規定されています。

④食品表示法
食品表示法は、事業者が、食品表示基準（平成 27年内閣府令第 10号）に違反し、食
品の名称、アレルゲン、保存方法、消費期限、原材料、添加物、栄養成分の量又は熱量、
原産地について、著しく事実に相違する表示行為やそのおそれがある場合、差止請求の対
象となっています（同法第 11条）。
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2  差止請求の根拠法令
前述のとおり、適格消費者団体に差止請求権が与えられているのは、消費者契約法、景品表
示法、特定商取引法、食品表示法の４法に基づく差止請求のみです。
消費者契約法が規定する不当な勧誘行為や不当な契約条項に対して差止請求が行えるように
なったのは、平成 19年６月７日以降、景品表示法が規定する不当表示に対して差止請求を行
えるようになったのは、平成 21年４月１日以降、特定商取引法に規定する不当な勧誘行為や
不当な契約条項、不当な表示に対して差止請求が行えるようになったのは、平成 21年 12月１
日以降、食品表示法に規定する不当表示に対して差止請求が行えるようになったのは、平成 27
年４月１日からです。
以下では、差止請求の根拠法令別の動向、その中でも最も多い消費者契約法を根拠とした差
止請求の動向をみてみます。

（1）差止請求の根拠法令

適格消費者団体が、いずれの法令を根拠に差止請求を行っているかについてみてみると、本
制度創設が最も古い消費者契約法に基づくものが多いのがみてとれます（図３）。
その後、景品表示法や特定商取引法等が定める不当表示等に対して差止請求が行えるように
なるとともに、消費者契約法以外の法律に基づく差止請求も増えています。

消費者契約法
451

消費者契約法
451

第４条第１項
第１号
17

第8条第１項
第１号
96

第8条第１項
第１号
96

第8条第１項
第2号
46

第8条の2
3

第8条第１項
第5号
19

第8条第１項
第3号
78

第8条第１項
第4号
32

第9条
第１号
260

第10条
294

第9条
第2号
34

第４条第１項
第2号
3

第４条第１項
第2号
3

第４条第３項
第２号
3第４条第３項

第1号
2

第４条第2項
14

第４条第2項
14

39

862

583

（単位：件）

（単位：件）

（単位：件）

特定商取引法
43

景品表示法
89

図３　差止請求における根拠法令別件数（平成30年10月1日時点）

※１：�消費者契約法第23条第4項に基づき差止請求（裁判内外を問わない。）をしたとして内閣総理大臣に対して
報告があったものです。

※２：�相手方事業者でみた差止請求の件数は526件ですが、一度の差止請求で、複数の根拠法令に基づき、差
止請求を行う場合があるため、上図の総件数とは一致しません。

※３：�分類に当たって用いた各根拠法令は、各適格消費者団体の主張に基づくものです。
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（2）消費者契約法に基づく差止請求

次に、消費者契約法を根拠とした差止請求について、同法のどの条項を根拠に差止請求
しているのか、不当な勧誘行為（同法第４条）と不当な契約条項（同法第８条から第 10
条まで）に分けてみてみると以下のとおりになります（図４・５）。
不当勧誘行為と不当な契約条項とでは、不当な契約条項を対象とした差止請求が多く、
中でも、第 10条（消費者の利益を一方的に害する条項）の活用が多く、次いで、第９条
第１号（解除に伴う損害賠償額を予定する条項）が多く活用されています。

①不当な勧誘行為
消費者契約法で規定する不当な勧誘行為についてみてみると、不実告知（第４条第１項
第１号）に関するものが最も多く、次いで、不利益事実の不告知（第４条第２項）に関す
るものが多く、断定的判断の提供（第４条第１項第２号）、退去妨害（第４条第３項第２号）
などと続きます（図４）。
不実告知とは、重要事項について事実と異なることを告げて、勧誘することをいうもの
で、例えば、事実に反して「溝が大きくすり減っていて、このまま走ると危ない、タイヤ
交換が必要」と告げ、新しいタイヤを販売するような場合です。本事例集の中では、語学
教室の事例において、実際にはそうではないにもかかわらず、「いつでも好きなときに受
講できる」と告げて勧誘する事例等が挙げられています。
不利益事実の不告知とは、商品やサービス等の内容や質、取引条件について、消費者の
利益となる旨を告げながら、重要事項について不利益となる事実を故意に告げず勧誘する
ことをいうもので、例えば、眺望等を阻害する隣接マンションの建設計画があることを知
りながら、そのことを説明せずに「眺望・日当たり良好」と説明してマンションを販売す
るような場合です。本事例集の中では、パソコンと通信サービスのセット販売の事例にお
いて、店頭や広告により、パソコンを無料又は格安で購入できるという利益となる旨のみ
を告げながら、中途解約した場合には高額な契約解除料が発生するという不利益事実を説
明していなかったという事例等が挙げられています。
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消費者契約法
451

消費者契約法
451

第４条第１項
第１号
17

第8条第１項
第１号
96

第8条第１項
第１号
96

第8条第１項
第2号
46

第8条の2
3

第8条第１項
第5号
19

第8条第１項
第3号
78

第8条第１項
第4号
32

第9条
第１号
260

第10条
294

第9条
第2号
34

第４条第１項
第2号
3

第４条第１項
第2号
3

第４条第３項
第２号
3第４条第３項

第1号
2

第４条第2項
14

第４条第2項
14

39

862

583

（単位：件）

（単位：件）

（単位：件）

特定商取引法
43

景品表示法
89

図４　消費者契約法に基づく差止請求の根拠条項（不当な勧誘行為）（平成30年10月1日時点）

※１：�適格消費者団体から消費者契約法第23条第4項に基づき差止請求（裁判内外を問わない。）をしたとして…
内閣総理大臣に対して報告があったものです。

※２：�一度の差止請求で、複数の根拠条文に基づき差止請求を行う場合があるため、上図の総件数と図3に…
おける消費者契約法に基づく差止請求の件数とは一致しません。

※３：分類に当たって用いた消費者契約法の根拠条文は、各適格消費者団体の主張に基づくものです。

②不当な契約条項
消費者契約法で規定する不当な契約条項についてみてみると、消費者の利益を一方的に害す
る条項（第 10条）と解除に伴う損害賠償額の予定条項（第９条第１号）に関するものが圧倒
的に多く、次いで、事業者の損害賠償責任を免除する条項（第８条第１項各号）等となってい
ます（図５）。
消費者の利益を一方的に害する条項とは、民法（明治 29年法律第 89 号）・商法（明治 32
年法律第 48号）その他の法律の任意規定（当事者間の合意で排除できる規定）による場合と
比べて、消費者の権利を制限し又は義務を加重する条項であって、信義誠実の原則に反し、消
費者の利益を一方的に害する条項のことです。例えば、不動産賃貸借契約において、賃借人の
責任が明確でないにもかかわらず、修繕義務や原状回復義務を負わせる条項がこれに該当する
と考えられます。本事例集の中では、不動産賃貸借契約において、賃借人に責任が明確ではな
いにもかかわらず、賃借人に、壁・天井・床等の修繕費用の全部又は一部を負担させる条項等
が挙げられています。
解除に伴う損害賠償額の予定条項とは、契約解除の際に、消費者が支払うべき損害賠償や違



15消費者団体訴訟制度とは　｜　第１章

第 1 章

1

2

３

第 2 章

1

2

３

4

5

6

7

8

9

10

11

12

第 3 章

1

2

３

4

5

6

7

8

9

10

11

12

約金を定める場合に、それが解除の時期などに応じて、同種の契約の解除の場合に事業者
に生じる平均的な損害額を超える金額を定める条項のことです。例えば、結婚式場等の契
約において、「契約後、実際に使用する日から１年以上前にキャンセルする場合、契約金
額の 80％を解約料」とする条項等がこれに該当すると考えられます。本事例集の中では、
結婚式場のキャンセル料に関する定めについて、各事業者によって、解除の時期の区分や
それに対応するキャンセル料の額の定め方に差異はあるものの、挙式・披露宴のかなり以
前から、事業者に生じる平均的な損害を超えたキャンセル料を負担させるとする条項等が
挙げられています。

消費者契約法
451

消費者契約法
451

第４条第１項
第１号
17

第8条第１項
第１号
96

第8条第１項
第１号
96

第8条第１項
第2号
46

第8条の2
3

第8条第１項
第5号
19

第8条第１項
第3号
78

第8条第１項
第4号
32

第9条
第１号
260

第10条
294

第9条
第2号
34

第４条第１項
第2号
3

第４条第１項
第2号
3

第４条第３項
第２号
3第４条第３項

第1号
2

第４条第2項
14

第４条第2項
14

39

862

583

（単位：件）

（単位：件）

（単位：件）

特定商取引法
43

景品表示法
89

図５　消費者契約法に基づく差止請求の根拠条項（不当な契約条項）（平成30年10月1日時点）

※１：�適格消費者団体から消費者契約法第23条第4項に基づき差止請求（裁判内外を問わない。）をした
として内閣総理大臣に対して報告があったものです。

※２：�一度の差止請求で、複数の根拠条文に基づき差止請求を行う場合があるため、上図の総件数と…
図3における消費者契約法に基づく差止請求の件数とは一致しません。

※３：分類に当たって用いた消費者契約法上の根拠条文は、各適格消費者団体の主張に基づくものです。
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表４　本事例集における法令別・条項別索引

消
費
者
契
約
法

不当な行為 根拠条項
事例集中の該当事例

第２章
掲載頁

第３章
掲載頁・項番

不
当
な
勧
誘

不実告知 第４条第１項第１号

P.23
P.32
P.41
P.41
P.46

P.59【項番４】
P.80【項番 18】
P.100【項番 32】
P.101【項番 33】
P.117【項番 44】

不利益事実の不告知 第４条第２項
P.24
P.41
P.46

P.62【項番６】
P.100【項番 32】
P.117【項番 44】

退去妨害 第４条第３項第２号 P.41 P.100【項番 32】

不
当
な
契
約
条
項

事業者の損害賠償責任を
免除する条項 第８条第１項各号

P.24
P.25
P.26
P.30
P.35
P.39
P.40
P.42
P.46
P.48

P.63【項番７】
P.67【項番９】
P.68【項番 10】
P.76【項番 15】
P.86【項番 21】
P.95【項番 29】
P.99【項番 31】
P.105【項番 35】
P.116【項番 43】
P.122【項番 47】

消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等

解除に伴う損害賠償額の
予定条項 第９条第１号

P.25
P.25
P.27
P.29
P.31
P.32
P.33
P.36
P.37
P.38
P.38
P.39
P.40
P.42
P.43
P.44
P.44
P.45
―
―
P.47
P.48
P.49

P.65【項番８】
P.67【項番９】
P.69【項番 11】
P.74【項番 14】
P.77【項番 16】
P.79【項番 17】
P.82【項番 19】
P.90【項番 25】
P.91【項番 26】
P.92【項番 27】
P.93【項番 28】
P.95【項番 29】
P.98【項番 30】
P.105【項番 35】
P.108【項番 37】
P.109【項番 38】
P.110【項番 39】
P.111【項番 40】
P.113【項番 41】
P.115【項番 42】
P.119【項番 45】
P.122【項番 47】
P.126【項番 48】

金銭支払義務の不履行に対する
損害賠償額の予定条項 第９条第２号 P.29 P.74【項番 14】

3  本事例集における法令別・条項別の索引
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消
費
者
契
約
法

不当な行為 根拠条項
事例集中の該当事例

第２章
掲載頁

第３章
掲載頁・項番

不
当
な
契
約
条
項

消費者の利益を一方的に
害する条項 第 10条

P.22
P.24
P.25
P.25
P.26
P.27
P.28
P.29
P.29
P.30
P.32
P.33
P.34
P.35
P.35
P.36
P.36
P.38
P.39
P.40
P.41
P.42
P.42
P.43
P.45
―
―
P.47
P.48
P.49

P.54【項番１】
P.63【項番７】
P.65【項番８】
P.67【項番９】
P.68【項番 10】
P.69【項番 11】
P.71【項番 12】
P.73【項番 13】
P.74【項番 14】
P.76【項番 15】
P.80【項番 18】
P.82【項番 19】
P.84【項番 20】
P.87【項番 22】
P.88【項番 23】
P.89【項番 24】
P.90【項番 25】
P.93【項番 28】
P.95【項番 29】
P.98【項番 30】
P.101【項番 33】
P.104【項番 34】
P.105【項番 35】
P.108【項番 37】
P.111【項番 40】
P.113【項番 41】
P.115【項番 42】
P.119【項番 45】
P.122【項番 47】
P.126【項番 48】

景
品
表
示
法

優良誤認 第５条第１号

P.22
P.23
P.23
P.43
P.46

P.58【項番３】
P.59【項番４】
P.60【項番５】
P.107【項番 36】
P.117【項番 44】

有利誤認 第５条第２号
P.22
―
P.48

P.54【項番１】
P.57【項番２】
P.122【項番 47】

特
定
商
取
引
法

訪問販売（契約の解除等に伴う損害
賠償等の額の制限に反する特約） 第10条第１項第３号 P.48 P.121【項番 46】

通信販売（誇大広告等の禁止） 第 12条 P.22 P.54【項番１】

特定継続的役務提供

消費者に不利なクーリング・
オフに関する特約 第 48条第８項 P.46

P.46
P.116【項番 43】
P.117【項番 44】

消費者に不利な中途解約に
関する特約 第 49条第７項 P.46

P.46
P.116【項番 43】
P.117【項番 44】

※上記の根拠法令・条文の分類は、各適格消費者団体の主張に基づき分類したものです。




